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１．はじめに
　企業の経済活動は、特に産業革命以降、現代に至る
まで、環境に負荷を発生させてきたが、近年では環境
問題への社会的意識が高まり、企業の経済活動に一定
の制限（環境規制）を設けるようになっている。しか
し、環境規制の程度については、国や地域ごとに異なっ
ているのが現状である。一般的に、企業活動を制限す
る環境規制は、企業の経済活動にとって新たに費用を
発生させるものであり、企業の生産性や競争力に悪影
響を及ぼすと考えられている。それゆえ、環境規制の
導入に対して産業界は消極的な態度を示してきた。
　しかしながら、1991年にアメリカの経営学者M.E.ポー
ターによって提起された、いわゆる「ポーター仮説
（Porter Hypothesis）」は、「適切に設計された環境規
制は、費用節減・品質向上につながる技術革新を促進
させ、結果としていち早く環境規制を導入した国の企
業は生産性が向上し、国際市場における競争優位性を
獲得できる」（Porter, 1991）として、環境規制は企業
の経済活動にとって生産性を向上させる要因であると
指摘した。これは環境規制の強化によって、企業はそ
れまでは気がつかなかった技術革新の可能性を求めて
研究開発活動を行い、その結果として生産性の向上が
発生するという考え方を基盤としている。本稿では、
ポーターらの指摘を整理するとともに、中小企業と環
境経営のあり方についての切り口を探る。
２．ポーター仮説のメカニズム
　ポーター仮説の正しさは「環境規制が強化されるこ
とで企業に利益が発生するか、それとも企業に費用が
発生するか」という論点で簡潔に議論されることが多
い。一方で、ポーターらは、その仮説が成立するため
の条件についてさまざまな考察を行っている。ポーター
仮説の理論はPorter and van der Lind（1995）におい
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て詳しく述べられおり、以下ではその理論を整理する。
○静学的な視点と動学的な視点
　一般的に、環境目標（environmental goals）と産業
の競争力（industrial competitiveness）の間には、ト
レードオフの関係、すなわちどちらか一方を成立させ
ようとすれば、他方は成立しないという関係にあると
考えられている。ポーターらは、この考えは環境規制
（environmental regulation）を静学的な視点（static 
view；技術、製品、生産プロセス、顧客ニーズはすべ
て固定されたものという考え方）で捉えているとする。
すなわち、静学的な世界では企業はすでに費用を最小
化（cost-minimizing）していることを前提としている
ため、環境規制はコストを上昇させ、市場シェアを減
少させるのである。ポーターらはこの考えは間違った
視点であると指摘する。
　天谷（2007）において用いられているように、上記
の静学的な世界は、経済学の生産可能曲線（Product 
Possibility Curve）の考え方によって可視的に説明で
きる。生産可能曲線とは経営資源（土地や労働力など）
の投入量が固定的である場合に、その企業（または社
会）が生産できる財の最大量を結んだ境界線のことで
ある。製品Ｘと製品Ｙを同時に生産したときの生産可
能な範囲は曲線の内側に位置する。また、製品Ｘと環
境規制の関係においても同様の曲線の概念を用いて説
明することができる（図2-1）。
　環境規制と企業の生産性がトレードオフの関係にあ
る（環境規制が強化されれば、企業の生産性が低下す
る）という考え方について、ある環境規制が実施され
ている状態での生産可能性は、図2-1の網掛け部分の範
囲となる。この状態では、環境規制をクリアするぎり
ぎりの状態であるＡ点が企業の生産性を示す。他の条
件が変わることなく環境規制が強化された場合には、
生産可能性は図2-2の網掛け部分の範囲となる。企業は
あらゆる生産方法の可能性を模索した結果、企業活動
研究ノー ト
150
はＢ点（生産可能な範囲の中で、もっとも生産性の高
いポジション）に移動する。
図2-1　環境規制の下での生産可能性の範囲
 
図2-2　環境規制の強化による変化
　一方で、ポーターらはこのような静学的な企業活動
の捉え方を否定する。多くの国を対象とした詳細な
事例研究の結果より、「継続的に改良や革新を行う能
力（capacity to improve and innovate continually）を
持った企業」がイノベーションを引き起こす事象を中
心とした動学的な視点（dynamic view；企業の経営環
境は常に変化するものであり、企業は不完全な情報に
基づいて行動するという考え方）が過去20 ～ 30年の
パラダイム（ある時代の支配的な考え方）であると主
張する。そして、動学的な企業活動の視点から、「適
切にデザインされた環境基準は、その基準に対応する
ための費用の部分的あるいは全てを相殺するイノベー
ションを引き起こすことができる（properly designed 
environmental standards can trigger innovation that 
may partially or more than fully offset the costs of 
complying with them）」と論じている。
　静学的な視点での企業活動は、企業が完全な情報を
有しており、常に合理的な行動（利益を最大化する行
動）を採用しているという前提に立っている。一方で、
動学的な視点では、企業が保有する情報は不完全なも
のであり、組織体制や経営管理上の問題から発生する
要因によって、技術を向上させるための方法が潜在的
にあったとしても、それらの機会を実現できていない
という前提である。動学的な視点に基づくと、企業の
生産活動は、生産可能曲線上には存在せず、図2-3のＡ
点のように曲線よりも内側に表すことができる。環境
規制に対応するための廃棄物の二次処理を行う場合に
は環境規制は費用増加の原因となるが（図2-3の①）、
未実現の新しい生産プロセスが生産効率を上昇させ廃
棄物の排出を減少させるような場合には、強化された
環境規制の遵守と生産性の向上が両立するのである
（図2-3の②）。
図2-3　動学的な視点における企業の生産活動
○プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベー
ション
　環境規制の強化によって企業がこれまでの生産活動
を継続できなくなった場合（あるいは、継続できなく
なることが予見されている場合）、企業が活動を継続
するためには、新しい環境基準をクリアするための対
応を迫られる。対応は大きく２つに分けられる。ひと
つは、生産工程の途中や最後において何らかの追加的
な工程を組み込むことによって環境基準をクリアする
というものである。ふたつ目は、新たな研究開発や生
産工程の再設計などによって新しい製品や新しい生産
プロセスを創造するものである。ポーターらは、汚染
の減少が生産性の改良と同時に起こることが多いの
で、イノベーション・オフセットは一般的なものであ
ると指摘する。そして、イノベーションの発生を刺激
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するような環境規制が「適切にデザインされた環境基
準」なのである。
　イノベーションはさらに、プロダクト・イノベーショ
ンとプロセス・イノベーションに区分される。プロダ
クト・イノベーションオフセットとは、高い環境規制
をクリアするだけでなく、規制をクリアする過程にお
いて発生したイノベーションによって、高性能・高品
質な製品となったり、あるいは製品を低コストで生産
することが可能となることである。プロセス・イノベー
ションとは、規制をクリアする過程において発生した
イノベーションによって、生産量の増加、原材料の節
約、副産物の有効利用など、より高い資源生産性（higher 
resource productivity）が実現されることである。
　天谷（2007）は、生産可能曲線を用いて、ポーター
らの主張を図2-4のように表している。この図において
は、環境水準がＳ１からＳ２へ引き上げられた場合には、
企業はＡ点からＢ点へと近づくように自らの生産活動
を改善するように企業努力を行う。また、「環境に優
しい技術革新」が発生した場合には生産可能曲線が外
側にシフトし、企業の生産活動はＣ点に近づく。天谷
はＡ点からＢ点への移動を「効率的改善」、Ｂ点から
Ｃ点への移動を「技術的改善」による生産の拡大と表
している。
　「効率的改善」は、ポーターらが指摘するところの、
プロセス・イノベーションであり、「技術的改善」は
プロダクト・イノベーションである。どちらについて
も、環境規制の強化がトリガー（引き金）となり、企
業が生産性の向上を追及し、研究開発や設備投資に係
わるコスト以上の利益が生産性の上昇によってもたら
されるのである。
図2-4　生産可能曲線
 
○イノベーションを刺激する環境規制
　どのような環境規制であっても、企業に対してイ
ノベーションを発生させる刺激となるわけではない。
ポーターらの指摘では、「適切にデザインされた環境
規制」が実施されることがイノベーションを刺激する。
そして、適切にデザインされた環境規制は少なくとも
以下の６つの目的を果たすとしている。
①規制は企業に対して資源の非効率性や潜在的な技術
改良についてのきっかけとなる。
②情報収集（information gathering）を促す環境規制は、
企業の認識を上昇させることによって、大きな利益
を達成できる。
③規制は、環境に対する投資が価値あるものになると
いう不確実性を減少させる。
④規制は、イノベーションや進展のモチベーションと
なる圧力をつくり出す。
⑤規制は、過渡的な市場（transitional playing ﬁeld）
を公平なものにする。
⑥不完全なオフセットの場合には、規制が必要となる。
　すなわち、環境規制はイノベーションを発生させる
原因や、汚染物質などに対する詳細な情報収集を行う
ことへの圧力となり、結果として企業の生産性を向上
させるものとなる（上記①②）。また、環境投資を生
産性の向上として捉えない企業に対しても、規制によ
る後押しによって環境投資を実施させる（上記③④）。
さらに、イノベーションによる解決方法が発見されな
い期間に環境投資を行わない企業が相対的に得をしな
いような役割を果たし（上記⑤）、投資コストが利益
を十分にカバーできない場合にあっても、規制によっ
て環境投資を行う圧力を与えることができる（上記
⑥）。
　また、ポーターらは、適切にデザインされた環境規
制は以下の３つの原則を順守すべきであるとしている。
①イノベーションへのアプローチを企業に任せ、イノ
ベーションのための最大限の機会を創造すること。
②特定の技術に固定するのではなく、継続的な改良を
助長させること。
③規制プロセスの不確実性の余地をすべての段階にお
いて小さくすること。
　すなわち、ある製品を製造する際には、規制策定
時における「最善の利用可能な技術（best available 
technology）」や「最善の利用可能な管理技術（best 
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available control technology）」を法令遵守のための解
決方法として規定するのではなく、製品や生産プロセ
ス全体から発生する「結果（outcomes）」を規制し、
その解決方法は企業の自由な創意工夫に任せるべきで
あり（上記①）、「結果」の規制を適切に運用し、制度
を整備することで企業に継続的なイノベーションのた
めの活動を支援し（上記②）、規制の実施時期や実施
内容を早期に公表することなどで規制に対応するため
のイノベーションの準備期間を企業に与えること（上
記③）が、環境規制と企業の生産性を同時に両立させ
るための規制なのである。
　また、規制強化の程度（図2-4におけるＳ１からＳ２へ
の引き上げの幅）については、緩やかな規制（lax 
regulation）よりも厳しい規制（stringent regulation）
の方がイノベーション・オフセットの発生を発生させ
ることができる。緩やかな規制の場合、規制への対応
が生産プロセスの末端（end-of-pipe）や二次処理など
でのイノベーションを伴わない解決方法によって行わ
れる。厳しい規制では、小手先の対応で環境基準をク
リアすることができず、イノベーションを伴う新しい
製品や生産プロセスの再構築などの基本的な解決策
（fundamental solution）に企業活動の目が向けられる。
　以上のように、動学的な視点においては、企業活動
によってもたらされるイノベーションが企業の生産性
に大きな影響を与える。そして、企業はイノベーショ
ンの実現を目指しながらも、経営上のさまざまな要因
によってイノベーション機会の追求が完璧に実践され
ているわけではない。ゆえに、ポーターらが指摘する
「適切にデザインされた環境規制」は、企業に未発見
であったイノベーション（プロセス・イノベーション）
や、新しい知見に基づくイノベーション（プロダクト・
イノベーション）を追求する刺激となり、イノベーショ
ンのための投資費用よりもイノベーションによる利益
が大きくなった場合に、環境規制の強化と企業の生産
性の向上が実現されるのである。
３．ポーター仮説の裏づけとなる事実
　ポーターらは、いわゆるポーター仮説の正当性を主
張するために、Porter and van der Lind（1995）の中で、
以下に挙げるようないくつかの事例を紹介している。
○Raytheon1の事例
　同社は、電子回路基板の洗浄のためにフロンガスを
使用していた。1990年に規制（モントリオール議定書
とClean Air Act）によって、フロンガスの使用が不可
能となることが見込まれた。同社の研究者たちは、フ
ロンガスの完全な排除は不可能であると主張したが、
最終的にはテルペン（イソプレンを構成単位とする炭
化水素）によって新しい洗浄物質がつくられた。この
洗浄物質は製品の品質を向上させ、操業費用を低下さ
せた。
○Robbins2の事例
　同社は、めっき（plating）作業における廃水の許
可に違反したことで事業撤退に迫られていた。しか
し、新しくクローズド・ループのゼロ排出システム
（closed-loop, zero-discharge system）を導入し、廃水
は水道用水よりも40倍もきれいになり、製品の品質を
向上させ、不良品を減少させた。結果として、競争力
が強化された。
　さらに、上記のシステムを使用するようになり、水、
化学薬品、廃棄費用、実験費用などにおいて毎年の費
用が11万5000ドル節約され、1週間で使用する水の量
は50万ガロンから500ガロンに減少した。このシステ
ムの資本コストは22万ドルであるが、もし基準に適応
するような排水処理を行っていれば廃水処理施設の費
用はおよそ50万ドルであった。
○日本の再生資源利用促進法改正の事例
　日本では、再生資源利用促進法が1991年に改正さ
れた。日立製作所は、再利用のために製品を分解する
時間を短縮するために製品の設計を再構築した。この
過程の中で、洗濯機の部品数は16パーセント、掃除機
の部品数は30パーセント削減された。これらの結果は
部品数の削減だけでなく、組み立ての簡素化も導かれ
た。
○Ciba-Gigy3の事例
　同社は、米国ニュージャージ州の染料工場において
新しい環境基準に適合するために、廃水の流れを再調
査した。固形化した鉄の沈殿物（solid iron sludge）を
形成しない別の物質を使用し、潜在的に有毒な生成物
（potentially toxic product）を廃水に流さないように
した。その結果、生産量が40パーセントも上昇し、廃
棄が減少した。毎年の費用は74万ドル節約されること
となった。
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○3M4の事例
　同社は、接着剤を生産するプロセスにおいて、バッ
チ生産したものを貯蔵タンクに移していた。その中の
ひとつのバッチに不良なものがあった場合には、タン
クのすべての接着剤を廃棄しなければならなかった。
廃棄には原材料が無駄となり、有害な廃棄物処分の費
用も高額なものであった。同社は、新しいバッチに対
してより早く品質テストを行うという新しい技術を開
発したことで、費用をかけることなく毎年10トンの有
害廃棄物を減少させ、年間で20万ドルの費用を節約さ
せた。
　また、同社はもうひとつの事例でも紹介されている。
同社は1995年までに紙やプラスチックや金属のコー
ティングで使用する溶媒を90パーセント減少させると
いう新しい規制に直面した。同社は、より安全な水溶
性溶液を開発し、別の工場では、錠剤を塗装するため
のキャリアーを溶媒ベースから水ベースへと変更する
ことでその規制に対応した。結果として年間24トンの
大気放出を削除することができ、6万ドルの投資によっ
て18万ドルの汚染管理装置に割いていた費用が不要と
なり、溶媒の購入は毎年1万5000ドルの費用が節約さ
れるようになった。
○DuPont5の事例
　同社は、化学製品の生産プロセスを開始する際に、
製品仕様の範囲内に収まるようになるまでのスタート
アップの間に不良品が生産され、廃棄物がつくられて
いた。より高性能の監視装置を設置することで生産の
中断を減少させ、中断の頻度が低下することで廃棄物
の量が減少した。
○Dow Chemical6の事例
　同社は、国と州の規制によって、いくつかの蒸発池
（evaporation pond）を閉鎖しなければならなかった。
同社は生産プロセスの再構築を行ったところ、蒸発池
の必要性をなくすことに成功し、有害物質の使用も減
少し、廃棄物の一部は工場内の別の場所で原材料とし
て再利用されるようになった。生産プロセスの変化の
ための費用は25万ドルであったが、有毒物質が削減さ
れた結果、毎年240万ドルの費用が削減された。
○Tobyhanna Army Depot7の事例
　同社は、1985年から1992年の間に、作業プロセスの
中でサンドブラスティング、洗浄、めっき、塗装など
の工程を改良したところ、有害廃棄物を82パーセント
減少させた。その減少によって、55万ドル以上の廃棄
コストを節約し、原材料の購入費や取扱費は40万ドル
以上節約された。
　ポーターらが紹介した上記の事例は、いずれも環境
負荷を低減させたという結果と、生産コストを低下さ
せる、あるいは品質を向上させることによって、それ
に係わる費用以上の利益を獲得したという結果を同時
に実現させたもの（イノベーション・オフセットを実
現させたもの）である。ポーターらが「事例研究がコ
ンプライアンス費用とイノベーションの利益を測定す
るための唯一の手段」と述べているように、企業活動
のモデルを動学的に捉え、通常の状態においてはイノ
ベーションの機会が十分に追求できていないことを示
すには、企業の環境活動を検証する方法の改良を行い
ながら、膨大な事例を蓄積することによってその妥当
性の程度が示されるべきであろう。
４．ポーター仮説をめぐる論争
　ポーター仮説に対する肯定的な研究は多く存在す
る。例えば、Lanjouw and Mody（1993）の研究で
は、環境規制に対応するための費用と環境技術を分析
し、環境規制による費用の増加は、1 ～ 2年の時間差
で環境技術の特許取得件数が増加していることを明ら
かにした。また、Jaﬀe and Palmer（1997）の研究で
は、産業ごとの統計データを用いて、環境規制が企業
の研究開発活動にプラスの影響を与えていると結論付
けている。浜本（1997）の研究では、日本の製造業7
種を対象に環境規制が研究開発費の支出を押し上げた
ことを明らかにし、1970年から1979年および1980年か
ら1992年の製造業について、環境規制の中で生産性の
改善を図り、環境保全を含めた生産工程の効率化を模
索して研究開発を行ったことを推察している。有村と
杉野（2008）の研究では、資本金1億円以上の企業を
対象に環境規制が企業の環境関連研究活動に与える影
響の分析を行った。そして、環境規制は企業が環境関
連研究開発活動に取り組む確率、および研究開発に占
める環境関連研究開発支出を増加させる影響があるこ
となどを明らかにした。
　一方で、ポーター仮説に対する否定的な研究もある。
例えば、Palmer et al.（1995）は、論理的な考察をし
た上で、ポーターらの指摘は企業と環境規制当局との
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図5 長岡地域企業の成長のための取組と今後の成長課題 
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間の戦略的な相互依存関係や、規制強化によって顕在
化する技術革新の潜在的機会の存在が欠けているとし
ている。中村（2008）の研究では、企業の省エネルギー
の推進は、コスト削減の観点から企業が自発的に行う
ものであり、また行政当局は必ずしも適切な規制がで
きるわけではないということから、一般論としてポー
ター仮説が成り立つとは言い難いと結論付けている。
　上記のレビューはポーター仮説をめぐる論争の一部
であり、これ以外にも多くの肯定的・否定的な研究が
行われている。行政当局の環境規制や企業の環境経営
に対する新しいパラダイムを築いているとは言い切れ
ないまでも、ポーター仮説は環境規制の新しい捉え方
として各方面に大きな影響を与えている。
５．長岡地域企業へのインプリケイ
ション
　長岡大学地域研究センターが長岡地域の企業を対象
として実施したアンケート調査（図5）によると、「廃
棄物の削減」は、自社の今後の成長・発展のために取
り組んでいる企業は全体の56.9パーセントであり、今
後の成長・発展のための課題としている企業は54.2パー
セントである。また、同様に「リサイクルの推進」は
取組が55.6パーセント、課題が50.0パーセントであり、
「エネルギー消費削減」は取組が50.0パーセント、課題
が56.9パーセントとなっている。これら3つの項目はこ
れまでの取組と今後の課題の両方において上位に位置
しており、いずれも企業活動の効率性の追求を目指し
ているものである。ポーター仮説に関連した研究は、
統計データ等の入手制約によって大企業を中心とした
研究がほとんどである。今回のアンケート調査の対象
である中小規模の企業が、厳しい環境規制に直面した
ときに現在の生産効率性を向上させる取組では実現が
困難であったイノベーションが達成されるかは、ポー
ター仮説の妥当性の検証においても重要な課題であ
る。
　また、同調査では、過去5年間で79.2パーセントの企
業が売上高は「減少した」、83.3パーセントの企業が経
常利益は「減少した」と回答しており、厳しい経済情
勢の中で、多くの企業が活動の効率性を高めることを
意識していることが推測できる。ポーター仮説では企
業に自由な解決方法ができるように設計された厳しい
環境規制は企業のイノベーションを加速させるという
指摘がなされているように、経験的には、高い障壁に
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直面することが企業のイノベーションを加速させるこ
とがしばしば発生する。厳しい経済情勢を耐え忍ぶた
めのコスト削減（生産プロセスにおける単なるムダの
排除）を追求するだけでなく、これまでの技術や生産
プロセスを陳腐化させるようなイノベーション・オフ
セットを実現し、競争力を強化させるように厳しい経
済情勢を外部刺激として活用することが、新たな価値
創造の示唆となるものであろう。
1 Raytheonは米国マサチューセッツ州に本社を置く軍
需 製 品 メ ー カ ー で あ る。（http://www.raytheon.
com/）
2 Robbinsは米国マサチューセッツ州に本社を置く宝石
会社である。1997年にTharpe Companyと合併し、
TharpeRobbins Companyとなった。
3 Ciba-Gigyはスイスのバーゼルに本社を置く化学メー
カーである。1996年にSandozと合併し、Novartisと
なった。（http://www.novartis.com/）
4 3Mは米国ミネソタ州に本社を置く化学・電気メーカー
である。（http://www.3m.com/）
5 DuPontは米国デラウェア州に本社を置く化学メー
カーである。（http://www.dupont.com/）
6 Dow Chemicalは米国ミシガン州に本社を置く化学
メーカーである。（http://www.dow.com/）
7 Tobyhanna Army Depotは、米国ペンシルベニア州
に本社を置く軍需製品メーカーである。（http://
www.tobyhanna.army.mil/）
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